
近隣府県の10万人当たりの新規感染者数の推移（直近7日間の累計患者数）（3/1-4/22）
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ステージ判断指標の推移
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ステージ判断指標の推移
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ステージ判断指標の推移
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保健所別10万人あたりの新規感染者数（直近７日間の累計患者数）（3/23～4/22）
日別・公表日
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全ての保健所管内で増加傾向を認める。
現状において、圏域ごとの発生動向に影響する大規模クラスター事例
は認めていないため、散発例の増加の結果と考えられる。



現在の感染動向 全ての年齢層で増加を認める

４月12-22日間の20歳代の構成は、74.2％が社会人、14.6％が学生であった。20歳代の感染
経路では、不明が最も多く49.4％、次いで家庭内が19.1％であった。
60歳以上も継続的に増加しており、今後の重症者の増加が懸念される。感染経路（4月12日-
22日）は、不明が最も多く45.2％、次いで家庭内が34.2％であった。
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滋賀県 感染経路別の10万人あたり新規陽性者数の推移（直近7日間の累計患者数）
（3/22～4/21）日別・公表日

感染経路不明および家庭での感染が多く、増加傾向にある。
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家庭での感染経路（4/12～4/21 公表日）

感染源となった患者数：69人

１人あたり約1.55人に広げている計算 不明 知人等 職場 県外

44 17 2 1

感染源の感染経路

同居家族や普段一緒にいる人以外との接触歴

県外 県内

13 9

家族内感染者（4/12～4/21）：84人

• 家族内の感染源と考えられる患者の年齢は、50
歳代が多く、次いで40歳代、20歳代で多い。

• 感染源の感染経路は不明が多く、不明のう
ち半数が、県内外で家族以外との接触
（飲食等）があった。

※５名は県外家族

10歳未満
3%

10歳代
11%

20歳代
16%

30歳代
6%

40歳代
19%

50歳代
23%

60歳代
8%

70歳代
9%

80歳代
5%

感染源の年齢構成（4/12～4/21）（n=64）



感染経路不明（4/12～4/21 公表日）

10歳未満
1% 10歳代

10%

20歳代
28%

30歳代
9%40歳代

17%

50歳代
15%

60歳代
8%

70歳代
6%

80歳代
4%

90歳以上
2%

感染経路 不明の年代別（4/12～4/21 公表日）（n=141）



県内, 23 

県外, 18 

県内・外両方, 2 

家族のみ, 2 

無, 60 

0

20

40

60

80

100

120

3/4～3/10 3/11～3/17 3/18～3/24 3/25～3/31 4/1～4/7 4/8～4/14 4/15～4/21

人

県内 県外 県内・外両方 家族のみ 無

感染経路不明 飲食歴（3/4～4/21 公表日）

（57.1％）

（1.9％）

（17.1％）

（21.9％）

（1.9％）



0

10

20

30

40

50

60

3月5日 4月5日 5月5日 6月5日 7月5日 8月5日 9月5日 10月5日 11月5日 12月5日 1月5日 2月5日 3月5日 4月5日

流行曲線（2020年３月５日～2021年４月20日）（公表日）

第３波 2020年12月～2021年３月
【新規感染者数】
１月５日（火） 24人
１月６日（水） 50人
１月７日（木） 53人
１月８日（金） 40人
１月９日（土） 57人
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年末年始の感染動向（12月26日～１月９日）
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１月５日・６日から感染経路 家庭・不明の新
規感染者数が増加しており、年末年始の行
動が、感染増加の原因となった可能性があ
る。

⇒5月の連休後の増加を抑制させる
ためには、連休期間は他者との接
触に関して特に注意が必要である。

12月26日～１月９日の感染経路
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家庭内感染のイメージと対策ポイント
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感染拡大

会食相手の選択
会話時のマスク着用
流行地域への往来自粛
3密回避・基本的対策

リスク行動した場合
は、自宅でも咳エチ
ケットなど



本県および各保健所管内でも新規患者数は継続的に増加している。本県の
人口１０万人当たりの新規報告者数は、福井県および三重県と比べると高
い。
病床の占有率および人口１０万人当たりの全療養者数は、ステージⅣ
の水準に達した。
推定感染経路は家庭内および感染経路不明の割合が高い。
継続して変異株の陽性患者が報告されている。

家庭内での感染拡大を防止するためには、家庭内へのウイルスの持ち込み
を防ぐための、より強い対策が必要である。
緊急事態宣言実施区域等の感染拡大地域への不要不急の往来を控え
る。
県内外において感染リスクが高い行動を控える。
家族以外の方とマスク着用なく会話すること
3密環境で家族以外の方と接触すること

感染リスクが高い行動をした場合は、家庭内での感染予防対策を強化
する。
・帰宅時および飲食前には手洗い ・会話時のマスク着用
・タオルの共有をしない ・部屋の定期的な換気
・こまめな共有部分の消毒

評 価



一般医療との両立の維持を前提として、現行の病床・宿泊療養施設確保計画を再点検
し、最終フェーズでは最大限確保可能な病床・宿泊療養部屋数を設定する。
今後の県内の感染動向等をシュミュレーションし、感染者数の大幅増を想定した緊急
的な患者対応を行う方針をあらかじめ検討し、そのために必要となる体制を整備す
る。
新型コロナウイルス感染症患者の受入病床の増床には限界があることから、感染拡大
時には医療資源を重症者・重症化リスクの高い方に重点化し、宿泊療養施設の更なる
活用を推進する。また、一連の患者対応が目詰まりなく円滑に流れるよう、後方支援
病院を拡充するとともに、より一層の療養体制の充実・強化を図る。
回復患者が安心して療養できるよう医療提供のあり方について圏域ごとに調整す
る。

令和3年2月26日に見直した本県の病床・宿泊療養施設確保計画は、今冬の本県
の感染状況を踏まえ作成。これまでの入院者・宿泊療養者数の状況、病床確保に
要する期間、感染拡大の規模等から病床確保の要請タイミング、ピーク時の確保体
制について見直しを行った。
計画見直し後、国内でも変異株の流行が本格化し、本県でも今後の流行が見込ま
れるため、これまでの流行より、より短期間で急激に感染者が増加した場合に備え
る必要がある。

感染の急拡大に備えた医療提供体制の強化

１．目的

２．方向性

0



【R３.２月見直し】

病床確保計画を変更 → ①病床確保のタイミングを変更 ②3段階→4段階
・ピーク時病床 ３５０床（最大700人×５0％）
・宿泊療養施設３５０室（最大700人×５0％）

清掃等を考慮し宿泊療養施設

の稼働率を85%とする。

病床使用率が30%が超えた

あたりから早めの要請

Ｒ３.２.１２
第６回滋賀県新型コロナウイルス感染症

対策協議会 資料より

○一般医療との両立をはかり
ながら適切な医療を提供でき
る最大限の体制の構築

○病床ひっ迫時における医療
資源の重点化をあらかじめ想
定。

○一日最大の2倍程度の感染
急拡大時（一日あたり最大の
新規陽性患者数１２０名）にお
ける緊急的な対応を想定

最大推計
患者数

670名

1



• ホテルは清掃等を考慮してこれまで350室の稼働※としていたが、稼働率向上のため
のさらなる見直しを実施し、フロア単位から部屋単位での清掃が可能となったことで
実働400室分を確保。

• 病床利用率が30％程度を超えたあたりから、１か月後の暦、行事、イベント、季節の
医療需要の動向等を総合的に勘案し、必要に応じて早めの病床確保の要請を行う。
宿泊療養施設の開設についても、利用率30%を目途に早めの準備を行う。

■計画変更

• 一般医療との両立が維持できる範囲で最大限確保できる病床・ホテル室数を確保
750人（ピーク時）

・ 入院が必要な方 350人
・ 宿泊療養想定 400人

ピーク時 病床350床 ＋ 宿泊療養施設400室

これまでの感染拡大期における実績では病床と宿泊療養施設の使用率は約１：１であるが、病床ひっ迫時には医

療資源を重症者・重症化リスクの高い方に重点化し、宿泊療養施設の更なる活用を想定。

3.病床・宿泊療養施設確保計画の見直しの考え方

※ ピアザ62室、東横イン彦根209室、草津第一ホテル143室 ＝ 全414室

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階

確保病床 140 210 280 350

ピアザ 50 50 50 62

東横イン彦根 0 180 180 209

草津第一ホテル 0 0 120 129

合計 190 440 630 750 2



【変更案】 病床・宿泊療養施設
確保タイミングと計画体制

患
者
数

時間

【計画200人分】

病床数 140床
ホテル① 50室

【計画450人分】

病床数 210床
ホテル① 50室
ホテル② 180室

Ｘ日 Ｘ+30日 Ｘ+60日

病床利用率30％超
➡【要請】70床増床
ホテル①利用率30％超
➡【要請】ホテル② 180室開設

病床利用率30％超
➡【要請】70床増床
ホテル①②利用率30％超
➡【要請】ホテル③ 120室開設

最大推計
患者数

750名

病床利用率30％超
➡【要請】70床増床
ホテル①②③利用率30％超
➡【要請】ホテル①②③ 50室開設

入院患者数

新規感染者数

【計画750人分】

病床数 350床
ホテル① 62室
ホテル② 209室
ホテル③ 129室

【計画630人分】

病床数 280床
ホテル① 50室
ホテル② 180室
ホテル③ 120室 感染急拡大時には、緊

急的な患者対応方針へ
移行

3



■これまでの知見をもとに病床ひっ迫時には医療資源を重症者・リスクの高い方に重点化

4．病床ひっ迫時における入院勧告・措置の対象者の臨時的な取扱い

① 65 歳以上の者
② 呼吸器疾患を有する者
③ 上記②に掲げる者のほか、腎臓疾患、心臓疾患、血管疾患、糖尿病、高血圧症、

肥満その他の事由により臓器等の機能が低下しているおそれがあると認められる者
④ 臓器の移植、免疫抑制剤、抗がん剤等の使用その他の事由により免疫の機能が低下し

ているおそれがあると認められる者
⑤ 妊婦
⑥ 現に新型コロナウイルス感染症の症状を呈する者であって、当該症状が重度又は

中等度であるもの

■入院勧告・措置の対象者

①中学生以下の子どもがいる家族については自宅療養を認めることとし、「症状が悪化す
れば、入院先を探す」旨を説明する。
②現状、入院措置等ができるとされている「６５歳以上７０歳未満」についても、「ほぼ無症
状」かつ「ＢＭＩ ３０未満」であれば、ホテル可とする。
③高血圧、糖尿病についても治療中でコントロールできていれば、ホテル可とする。
④「妊娠28週未満の妊婦」であって「ハイリスク因子を有していない方」についても、ホテ
ル可とする。
【参考】令和２年11月22日付け厚労省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡

○ 病床確保や都道府県全体の入院調整に最大限努力したうえで、なお、病床がひっ迫する場合には、上記政令に
より入院勧告等ができるとしている者のうち、医師が入院の必要がないと判断し、かつ、宿泊療養施設（適切な場合
は自宅療養）において丁寧な健康観察を行うことができる場合には、そのような取扱として差し支えないこと。 4
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• これまでの一日あたりの最大感染者数の2倍程度（新規陽性患者数120名）
の感染者急増時を想定した緊急的な患者対応方針を策定。

• 日々の感染状況についてモニタリングを行い、一般医療と両立可能な一日当
たりの新規感染者数を超える場合、緊急的な患者対応を行う体制に移行する。

• 推計にあたっては、国の推計ツールを活用し、在院日数、入院率などこれまで
の県内における実績値などを考慮して推計した。また、推計した数値が今後
予測される感染動向と整合性をもったものであることを別途検証した。

5．感染者急増時の緊急的な患者対応方針について

6
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6．本県における推計

【一日最大の2倍程度の感染急拡大時の新規陽性患者数想定】
：120名（過去最多57名（R3.1.9）)

【最大の入院者数想定】：350名（過去最多220名（R3.1.9）)
【最大の宿泊療養・自宅療養者数想定】 ：６００名

（過去最多 241名（過去最多R3.1.２５））
（うち宿泊療養151名、自宅療養等90名）
【療養者計想定】：９５０名（過去最多 4３０名（R３.1.２５））

【一般医療と両立できる最大規模の一日当たり新規陽性患者数】：９０名
≒病床・宿泊療養確保計画上の最終フェーズの想定上の数値

8



○ 感染状況について、医療提供体制への負荷を考慮した評価ができる指標を設定し、これをもとに適切に状況を把握、評価することで感染拡大防
止策に適時適切に反映させる、また、医療提供体制の負荷が高まった際に、緊急的な対応にオペレーションに変更する。

○ 具体的には、
①前１週間の感染状況をもとに、２週間先の見通しを分析し、適宜、病床フェーズの引上げ及び感染防止対策を実施。
②２週間後に「１日当たり最大の新規感染者数」を超える場合には、緊急的な患者対応に切り替え。
③短期間で急激な感染拡大が生じた場合（※）には、緊急的な患者対応に切り替え。
※ 例えば、地域で既に感染者が増加しつつ一定数発生しているなか、１週間で新規感染者数が1.4倍（２週間で２倍程度）以上で増加した場合

最大新規感染者数

現時点１週間前 ２週間後

新規感染者の
７日間移動平均

このまま２週間
増加した場合

現時点１週間前 ２週間後

新規感染者の
７日間移動平均

このまま２週間
増加した場合

・緊急的な患者
対応に切り替え
・強力な感染防
止対策が必要

・病床フェーズの引
き上げ検討
・適時適切に感染
防止策に反映

現時点１週間前

・緊急的な患者
対応に切り替え
・強力な感染防
止対策が必要

短期間で
急激に増加

①通常時のモニタリング
②１日当たり最大新規感染者数を
超えないかのモニタリング

③短期間で急激な感染拡大が生じ
ているかのモニタリング

7．感染状況のモニタリング

令和３年３月２４日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 事務連絡 ＜抜粋＞

緊急的な患者対応への移行の考え方
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モニタリングの結果、感染の拡大により一般医療との両立が困難である
ことが予測される場合、数週間の緊急的な措置として以下の方針で対応
を予定。

8．緊急的な患者対応方針の内容

（１）患者の療養先の確保

入院予定・手術の延期等を含む緊急的な病床確保方策の検討

➡各圏域において、医療機関の意向を調査中。

健康管理体制を強化した宿泊療養施設の稼働（宿泊療養施設の確保・充実（後述））

自宅療養となっても安心して療養できる体制の確保

（自宅療養者への医療提供等、自宅療養者等への生活支援（後述））

➡自宅療養での健康管理・生活支援および状態に応じて適切に入院・受診に

つなげられる体制を確保。

（２）患者の入院・搬送調整の体制確保

コントロールセンターのコーディネーター等を感染状況に応じて増強し、引き続き感
染拡大に対応できる入院・搬送調整機能を維持する。

10
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これまでから重症コロナ病床から軽症コロナ病床への転院、新型コロナから回復後
の後方支援病院への転院や高齢者施設等における受入れが円滑に行われるよう取り
組んできたところであるが、感染の急拡大を想定してさらなる連携強化に取り組む。

入院から退院、在宅復帰に至る円滑な流れの構築

１．目的

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和３年２月２日変更）<抜粋>

国：新型コロナウイルス感染症対策本部決定

• 新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる医療機関の病床を効率的に活用するため、回
復患者の転院先となる後方支援医療機関の確保を更に進めること。

• また、効率的な転院調整が行われるよう、地域の実情に応じた、転院支援の仕組みを検討す
ること。

• 退院基準を満たした患者について、高齢者施設等における受入れを促進すること。

• 回復後の患者受入れに関し、いくつかの病院では既に受入れをしていただいている
が、さらなる後方支援病院の確保を進めていく必要がある。

• 各圏域においても、退院基準を満たした回復後の患者で、基礎疾患の悪化による病
態への対応やリハビリテーションの流れ等について高齢者施設等での受入れも含
めて検討を進めていく必要がある。

• 全県コントロールにより圏域を超えて入院した患者について、各圏域間での退院支
援連携のあり方を検討する必要がある。

２．方向性
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３．これまでの取組

4月２０日現在、県内で後方支援医療機関として２２病院が受入可能。各圏域に1病院
以上の後方支援病院を確保できる見込み。さらなる後方支援医療機関の確保及び実
効性のある運用に向けて圏域ごとに調整中。
後方支援病院として受入可能な病院をリスト化。

４．今後に向けて

さらなる後方支援医療機関の確保に向けて
• 診療報酬上の臨時的な取扱のさらなる周知をはかるとともに、各医療機関との調整

で明らかになった課題について検討する。
実効性のある運用に向けて

• 後方支援病院のリストや受入条件等を各医療機関等で共有。
• 居住地の圏域を超えて入院した患者が退院する際に、居住地の圏域内で回復後の転

院が円滑に行われるよう従来の入退院支援ルールでの対応を基本とし、退院調整困
難な場合は、相談対応する方向で検討。

• 一連の患者対応が円滑に流れているかについて、チェック項目を策定し、定期的
に確認する。
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＜参考＞医療機関の役割分担のイメージ

診療・検査

大学病院等の
高度な医療機関等

かかりつけ医等地域の診療所や
訪問看護ステーション等

重点医療機関等

重症

中等症

重症者は全身臓器に対する集中治
療が必要なため、大学病院等の高
度な医療機関での更なる病床確保

・ 重点医療機関等の公的・
公立医療機関をはじめとして
病棟・病院単位での更なる
病床確保
・ 病床単位での確保を含め、
新規参入の促進

自宅療養・宿泊療養
者の健康管理を地域
の医療機関等が支援

退院基準後、リハビリや点滴を実施

無症状
・軽症

後方支援医療機関等

コロナ患者の受入れ
が難しい医療機関
を中心に後方支援

宿泊療養・自宅療養

症状悪化

症状悪化

陽性

回復
後

転院（退院基準満たす）

転院（退院基準満たす）

都道府県調整本部
・保健所等

方針決定・入院調整

健康観察終了 自宅・介護施設等

退院
退院

症状改善

症状改善

適宜連携

医療関係
団体等

・受入病床や後方支援
医療機関等の確保
・医療職の派遣等の
対策等

病床確保や連携等に向けた協議

地域の実情に適した転院支援

コーディネーター

・受入可能医療機関のリスト共有
・効率的なマッチング作業 等

令和３年３月２４日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 事務連絡＜抜粋＞14
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<これまでの取組＞
■4月14日現在、県内の介護老人保健施設の２３施設が受入意向を表明。各圏域に1施

設以上を確保できる見込み
■さらなる受け入れ可能な高齢者施設として、介護老人福祉施設に対して受入意向調

査を実施。

＜今後に向けて＞
■受け入れ可能な高齢者施設をリスト化
■さらなる高齢者の受け入れ可能な施設の確保に向けて、受け入れが可能となるよう

に各施設に対して、体制整備や医療機関との連携を促す。
■施設内での感染症対策が図られるよう、感染症対策研修会や出前講座を実施し、受

け入れが可能となる環境整備を促進する。

新型コロナから回復後の患者の受入れ（高齢者施設等）

16



新型コロナから回復後の患者の受入れの流れ

重症者受入病院

①発症後１０日を超え症状
改善にさらに時日を要す
る患者

②重症化から回復した要リ
ハビリの者

軽症・中等症受入病院

①退院可能となった要リハ
ビリの者

②要リハビリの者

短期入所療養介護
（介護老人保健施設）
①要リハビリの者

②要リハビリの者

※いずれも治療不要
感染リスクなし

居宅介護支援事業所
（担当ケアマネ）

①②の者の情報共有

受入

自 宅

退所

・①②の者の情報提供
・退所調整

②の者の退院調整

調
整

退院

注１： が、老健受入れの流れ。
注２：短期入所療養介護を行っていない場合は、定員超過入所で受け入れる。
注３：短期入所療養介護事業所（介護老人保健施設）での受入対象者は、【退院基準（参考参照）】を満たして

いる者であることから、新型コロナウイルス感染症にかかる治療不要、かつ、他者に感染させるリスクの
ない者である。

受入
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引き続き宿泊療養施設は常時確保するとともに、今後、受入患者が増加した場合に
は、療養者数に見合った医療提供体制を整備する。

変異株患者※ の受入れについては、4月8日時点で、退院のための検査ができる体制
を整備。4月8日付で厚労省から変異株患者の退院基準について従来からの取り扱
いと同様にする旨の事務連絡（退院のための検査が不要に）。今後、新たな変異株の
発生等に備えて必要がある場合検査ができる体制を維持。

※ 変異株であることが確定した患者のみならず、変異株であると疑うに足りる正当な理由のある新型コロナウイ
ルス感染症の患者および疑似症患者を含む。

病床ひっ迫時において、多数の感染者の受入れを想定し、健康管理体制を強化した
宿泊療養体制の準備を行う。

宿泊療養体制の確保・充実

１．目的

２．方向性

３．今後に向けて
療養者の健康管理体制については、日々の健康観察、相談、入院調整など適切な医
療が提供できる体制を確立。感染拡大時においては、必要に応じて指導医の施設内
勤務の回数や常駐の看護師の人数を増やすことで、療養者が安心して療養できる体
制を確保する。

18



・朝夕、施設内放送により、定時に検温の呼びかけ
・返信・連絡等がない方については、看護師から電
話確認
・結果をHER-SYSで報告

※入院が必要な場合連絡

・医師の判断により入院が必要な場合は、滋賀県コント
ロールセンターへ連絡し、 入院医療機関を調整。
必要時には医療機関への搬送調整を行う。

・体温計およびパルスオキシメーターを全療養者に１人
１台貸出し
・毎日定時にメール等により検温の呼びかけ
・定時に検温を行い体温・症状を新型コロナウイルス感
染症等情報把握・管理支援システム（HER-SYS）で報
告、施設指導医と情報共有
・発熱等の症状があれば療養者から看護師に電話相談

＜宿泊療養中の健康管理体制＞

宿泊療養者

医師（日中（※）・夜間オンコール）
（※：月・水・金のみ宿泊施設内勤務。

その他はオンコール）
看護師（常駐）

ＣＯＶＩＤ-１９ 災害コントロールセンター 入院医療機関

※搬送調整
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家庭事情等により自宅療養となった患者については、これまでから保健所におい
てパルスオキシメーターを全対象者に配布するなど、適切な健康観察に努めてき
た。

また、コントロールセンターを通じた入院・搬送調整およびかかりつけ医、協力医、
帰国者・接触者外来などとの連携による受診体制について確保してきた。

今後、感染拡大期においても、自宅療養者の状態に応じて適切に受診につなげら
れる体制について、圏域の実情に合わせて整備する。

あわせて、感染拡大期には、保健所業務がひっ迫することが想定されることから、
継続的な健康観察・健康管理業務について、訪問看護ステーションへ委託すること
により、安心して自宅療養できる体制整備に取り組む。

今後、感染拡大期に入り、自宅療養される患者が増加した場合においても、宿泊療
養の患者と同様に適切かつ継続的な健康観察が行われ、状態の変化が生じた時
には確実に入院・受診につなげられる体制を確保する。

自宅療養者への医療提供等

１．目的

２．方向性
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＊かかりつけ医がある場合は優先的に相談

圏域ごとのフォローアップ体制

自宅療養の医療提供体制（健康観察フォローアップ体制）

保健所
（健康観察業務を訪問看護ステーションに委託予定）

自宅療養者

COVID―19 災害コントロールセンター

患者の症状が変化

した入院が必要と

思われる時に連絡

・毎日1日2回の健康セルフチェック
保健所からの連絡時、体温・症状

を報告

・発熱等の症状があれば随時相談

入院医療

リーフレット等を用いて、過ごし方の指導。

①健康状態の把握 1日1回程度、電話等での連絡。
症状が悪化した際の医療機関への受診等の指示

急変時は、救急車を要請するように指導。

②生活支援（食料品支援）

搬

送

・

入

院

調

整

入院の調整、指示。

かかりつけ医（主治医）

（湖南圏域）

オンコール医師（医師会）

帰国者接触者外来

相談

健康観察

病状悪化時 入院

病状悪化時 外来受診

相談・受診調整

相談・受診
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これまで自宅療養者（陽性患者）に対して、市町と協力して食料品の調達・配送サー
ビスを実施してきたが、感染拡大期における需要の増加にも対応できるよう、引き
続き市町とも連携しながら体制整備を図っていく。

また、自宅において健康観察となった濃厚接触者に対しても、希望に応じて自宅療
養者と同様の食料品支援を実施する（4月下旬から案内予定）。

（参考）食料品支援の費用負担について
自宅療養者：公費負担 ／ 濃厚接触者：自己負担

自宅療養者等が外出せずに自宅療養等に専念できるよう、食料品の支援を実施す
ることにより、安定した生活を継続していただける体制を確保する。

自宅療養者等への生活支援

１．目的

２．方向性
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【検査体制の整備】

○ 上記の検査需要に対応できるよう、民間検査機関も積極的に活用しつつ、以下の検査能力を確保。

・ 検体採取体制については、引き続き、地域の医療機関や診療・検査医療機関の体制を維持することを原則とし、地域の役割に応じ
て地域外来・検査センターでの体制も確保。加えて、高齢者施設等における集中検査の検体採取についても見込む。

・ 検査（分析）体制については、ＰＣＲ検査、抗原定量検査及び抗原定性検査の特性を踏まえつつ、これらの検査方法の適切な
組み合わせにより、迅速で効率的な検査体制を構築。

※ 今後の感染状況の変化等にも対応できるよう、更に上記⑴及び⑵の１割程度の検査需要に対応できる能力を確保。

【検査需要の把握】

⑴ 今後の感染拡大に備えた検査需要（変異株対応分を含む。）

① 過去最大時の１日当たり検査需要に加え、各地域の変異株対応の検査の実施状況等を踏まえて変異株対応の需要を見込む。
（変異株対応の需要を見込むことが困難な場合は、例えば、「過去最大時の１日当たり検査需要」の１割程度など必要と思われ
る需要を見込む。）

② さらに、過去に経験したことのない感染状況の悪化に備え、緊急的に検査体制を拡充する必要がある場合（例えば、過去の１日
当たり新規感染者数の２倍程度の新規感染者が発生し、上記①の需要が２倍となる場合）を各自治体において具体的に想定
し、その際の検査需要を見込む。

⑵ 高齢者施設等における検査需要

① ４～６月に集中検査計画を策定・実施する地方公共団体は、当該検査需要を盛り込む。

② 併せて、昨冬に、２週間程度にわたり、人口10万人当たりの１週間の新規感染者数が15人以上に該当した地域は、感染状況
に応じた集中的な定期検査に備えて必要と見込まれる検査需要を盛り込む。

1

【基本的な考え方】

「緊急事態宣言解除後の新型コロナウイルス感染症への対応」（令和３年３月18日新型コロナウイルス感染症対策本部決定）に
おいて、「次の感染拡大に備え、高齢者施設の従事者等に対し積極的に検査を実施できる体制を整備するとともに、過去最大規模の新
規感染者数が生じた場合も十分に検査ができるよう、国及び自治体の連携のもと、概ね４月中を目途に検査体制整備計画を見直す」と
された。これを踏まえ、国が指針を示し、都道府県において検査体制整備計画を見直し、これに応じた検査体制を整備する。

新型コロナウイルス感染症の検査体制整備に関する指針（概要）



新型コロナウイルス感染症に関する検査体制の状況

１．検査需要

２．検体採取体制

（１）通常最大時の1日あたりの検査数： 1,783 件 ・ 基本の検査需要（変異株PCR検査を含む） ： 1,255 件
・ 高齢者施設、医療機関、障害者施設等の定期検査需要： 528件=

（２） 緊急最大時の1日あたりの検査数： 2,376 件 ・ 基本の検査需要（変異株PCR検査を含む）： 1,320 件
・ 高齢者施設、医療機関、障害者施設等の定期検査需要： 1056 件=

（１） 通常最大時の1日あたりの検体採取能力： 4,059件 ・診療・検査医療機関： 3,221件 ・保健所： 210 件
・民間検査機関等： 528 件 ・地域外来・検査センター： 100 件

（２） 緊急最大時の1日あたりの検体採取能力： 4,587件 診療・検査医療機関： 3,221 件 ・保健所： 210 件
民間検査機関等： 1,056 件 ・地域外来・検査センター： 100 件

=
=

３．検査（分析）の体制

（１）通常最大時の1日あたりの検査分析能力： 4,655件 衛生科学センター： 210 件 ・大学、医療機関等： 2,058 件
民間検査機関： 2,387件=

（２） 緊急最大時の1日あたりの検査分析能力： 5,183件 衛生科学センター： 210 件 ・大学、医療機関等：2,058件
民間検査機関： 2,915件=

■通常最大時の考え方：過去最大時の１日当たり検査需要があった場合を想定

■緊急最大時の考え方：過去の１日当たり最大新規感染者数の２倍程度の新規感染者となる場合を想定

検体採取可能な各機関の検査可能時間、過去の実績等から、県内の検体採取能力の合計を積算

検査分析が可能な地方衛生検査所、大学、医療機関、民間検査機関等の検査分析能力の合計を積算

今後想定される検査需要を、国から示された指標に基づき過去の検査実績等を用いて積算

令和３年４月１日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡により示された「新型コロナウイルス感染症の検査体制整備に
関する指針について」に基づき、以下のとおり滋賀県内における検査体制の状況について整理

○昨冬に新規陽性者数
が2週間にわたり人口10
万対15人の基準を超え
た保健所圏域のうち、ク
ラスターが発生した地域
の高齢者施設等従事者
を対象として、３日で全数
検査を行うと仮定した。

2倍

○高齢者施
設等の定期
検査を民間
検査機関等
に委託するこ
とを想定した
件数

○高齢者施設等の
定期検査を民間検査
機関等に委託するこ
とを想定した件数を
含む。



【目的】
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の恐れがある状況を早期に探知し、感染の拡大を抑止する。

【意義】
新型コロナウイルス感染症は、患者によって症状の程度が異なるため、クラスターの早期探知がしにくい。そこで、
特定の症状や診断結果に依存することなく「通常と異なる状況（イベント）」を事例（集団発生：イベントを疑う
状況）毎に探知するイベントベースサーベイランス（EBS）の実施が推奨されている。

イベントベースサーベイランス（EBS）とは… クラスターの予兆を早期に探知する手法

【これまでの検査との違い】
○ これまでの検査は、平時において症状ある方が地域の診療所等を受診し検査を受ける場合や、保健所の感染者調

査に基づき接触者の検査を行う場合、また感染拡大時において高齢者施設等を積極的に検査する場合など、医師
の判断に基づき検査の必要性を判断し検査を行ってきた。

○ イベントベースサーベイランス（EBS）は医師や行政が検査の必要性を判断するのではなく、各施設において一
定のイベントがあった場合、現場の気づきによって状況を把握するための検査となる。

※ 症状がある場合は、まずは医療機関を受診する。

イベントベースサーベイランス実施の検討

【対象施設】
介護関連事業所、障害福祉関連事業所、保育関連施設、学校

【検査の実施方法】
① 各施設においてイベントがあった場合に、検査対象となる。
② 検査対象施設には検体採取キットを配送し、当該施設は検体（唾液）を自ら採取し提出する。


